
富良野市の健全化判断比率（平成２３年度） 

 

１ 健全化判断比率の状況 

 富良野市 早期健全化基準(市町村) 財政再生基準(市町村) 

実質赤字比率 

・一般会計等の実質赤字の比率 

― 

(赤字なし) 

財政規模に応じ 11.25～15％ 

（富良野市：13.76％） 
20％ 

連結実質赤字比率 

・全ての会計の実質赤字の比率 

― 

(赤字なし) 

財政規模に応じ 16.25～20％ 

（富良野市：18.76％） 
30％ 

実質公債費比率 

・公債費及び公債費に準じた経費の比重を

示す比率 

10.6％ 25％ 35％ 

将来負担比率 
・地方債残高の他一般会計等が将来負担す

べき実質的な負債を捉えた比率 

74.8％ 350％ ― 

公営企業における資金不足比率 

・公営企業ごとの資金不足の比率 

 (水道､ワイン､簡水､市場､下水) 

― 

（各々の会計において資金不足なし）
20％ ― 

 



２ 健全化判断比率における各指標について 

（１） 実質赤字比率 

（千円） 

               一般会計等の実質赤字額（△247,379） 

実質赤字比率 ＝                       ＝ △3.10％ （△負の値は黒字を示す） 

           標準財政規模（7,977,952） 

 

 

 

 

（２） 連結実質赤字比率、資金不足比率 

 

（千円） 

           一般会計･特別会計の実質収支、企業会計の資金不足(剰余)額の合計（△1,878,588） 

               全会計において黒字 【水道､ワイン､簡水､市場､下水 各会計において資金不足なし】 

連結実質赤字比率 ＝                                        ＝ △23.54％ 

 

                    標準財政規模（7,977,952）                  （△負の値は黒字を示す） 

  

標準税収入額 2,863,838 

普通交付税額 4,639,342 

臨時財政対策債発行可能額 474,772 

標準税収入額 2,863,838 

普通交付税額 4,639,342 

臨時財政対策債発行可能額 474,772 



（３） 実質公債費比率 

３ヵ年平均値：10.6％（平成 21 年度：11.8％、平成 22 年度：10.2％、平成 23 年度：9.7％） 

参考（下記数式は平成 23 年度） 

 

 

 

（千円） 

1,265,457 + 329,550 + 132,176 + 99,038 +  0   － (169,246 + 184,331 + 188,887 + 561,603 + 28,491  + 8,906) 

                                                      ＝9.7％ 

標準財政規模（7,977,952）   －    (184,331 + 188,887  + 561,603  + 28,491  + 8,906) 

                                                        

                         

 

（４）将来負担比率 

    

 

 

                                                        （千円） 

     10,512,909 + 79,756 + 4,900,678 + 823,721 + 3,196,289 + 16,626  － (2,474,149 + 2,033,598 + 9,780,930) 

                                                           ＝ 74.8％ 

              標準財政規模（7,977,952） － 算入公債費等の額(972,218) 
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⑩基準財

政需要額

算入見込

額 

標準税収入額 2,863,838 

普通交付税額 4,639,342 

臨時財政対策債発行可能額 474,772 

⑧ 特 定

財 源 の

額 

標準税収入額 2,863,838 

普通交付税額 4,639,342 

臨時財政対策債発行可能額 474,772 


